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改 善 見 直 し 件 数 一 覧 表
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ａ ｂ ｃ ｂ ＋ ｃ ａ ＋ ｂ

① 「 に ぎ わ い ・ 感 動 １ ０ ２ １ ０ １ １ ０ ３
と く し ま 」 （ １ ０ ８ ） （ １ ） （ ３ ） （ ４ ） （ １ ０ ９ ）

② 「 経 済 ・ 新 成 長 １ ２ ８ ０ １ １ １ ２ ８
と く し ま 」 （ １ ６ ０ ） （ ０ ） （ ６ ） （ ６ ） （ １ ６ ０ ）

③ 「 安 全 安 心 ・ 実 感 １ ４ ８ ３ ６ ９ １ ５ １
と く し ま 」 （ １ ７ ０ ） （ ８ ） （ ８ ） （ １ ６ ） （ １ ７ ８ ）

④ 「 環 境 首 都 ・ 先 進 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０
と く し ま 」 （ １ １ ６ ） （ ０ ） （ １ ） （ １ ） （ １ １ ６ ）

⑤ ｢ み ん な が 主 役 ・ ７ ２ ０ １ １ ７ ２
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⑥ ｢ ま な び の 邦 ・ ８ ４ ０ ０ ０ ８ ４
育 み と く し ま ｣ （ ７ ６ ） （ ０ ） （ ６ ） （ ６ ） （ ７ ６ ）

⑦ ｢ 宝 の 島 ・ 創 造 １ ０ ３ ２ １ ３ １ ０ ５
と く し ま ｣ （ ８ ６ ） （ ２ ） （ ３ ） （ ５ ） （ ８ ８ ）

７ ３ ７ ６ ９ １ ５ ７ ４ ３
合 計

（ ７ ９ ５ ） （ １ １ ） （ ３ ２ ） （ ４ ３ ） （ ８ ０ ６ ）
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「いけるよ！徳島・行動計画」（平成２４年度版）の改善見直し（素案）

（１）計画内容を改善するもの　＜２４項目＞
該当箇所

提案者 提案趣旨
現行 改善見直し（素案）

部局
該当頁 主要事業名・事業概要・数値目標 主要事業名・事業概要・数値目標

1 １－１ 県議会

● ●

県土

2 県土整備部

●

県土

4 １－４ 教育委員会

● ●

教育

改善見直しの
概要計画の

位置づけ

(下)P6

新町川下流右岸側
（徳島小松島港万代
中央地区）を人が集
い、楽しめる空間と
するべきである。

数値目標の新規
設定

徳島小松島港万代中央地区において、既
存倉庫群を活用した「憩いの場」や「に
ぎわい空間」の創出により、地域振興・
活性化を図ります。＜県土＞

徳島小松島港万代中央地区において、既
存倉庫群を活用した「憩いの場」や「に
ぎわい空間」の創出により、地域振興・
活性化を図ります。＜県土＞
　○万代中央地区における来場者数
　　　[23] ７，５００人
　　　→[26] ３０，０００人

１－２
７－２

(下)P13
　P139

四国三郎として全国
に誇る吉野川を、さ
らに魅力あるブラン
ドとして確立してい
く。

主要事業の新規
設定
（平成２４年度
新規事業であ
り、吉野川の魅
力向上に向けた
取組として、主
要事業を追加す
る。）

吉野川を今後さらに輝かせ、全国へ誇れ
る「徳島ならでは」の魅力あるブランド
とするため、「恵みの宝庫“吉野川”創
造プロジェクト」により、吉野川におけ
る新たな観光資源の創出や吉野川の歴
史・文化・環境に関する講座の開催など
に取り組みます。＜県土＞

(下)P17

デジタルコンテンツ
化資料数の数値目標
については、平成23
年度の重点的な取組
みにより、現状で既
に達成できる見込み
であるため、上方修
正する。

数値目標の上方
修正

文化の森総合公園各施設が所蔵する資料
のデジタルコンテンツ化を進め、県内外
に情報発信します。＜教育＞
　○デジタルコンテンツ化資料数（累
　　計）
　　　[21] １７，５５５点
　　　→[26] ８３０，０００点

文化の森総合公園各施設が所蔵する資料
のデジタルコンテンツ化を進め、県内外
に情報発信します。＜教育＞
　○デジタルコンテンツ化資料数（累
　　計）
　　　[21] １７，５５５点
　　　→[24] １，０００，０００点
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該当箇所
提案者 提案趣旨

現行 改善見直し（素案）
部局

該当頁 主要事業名・事業概要・数値目標 主要事業名・事業概要・数値目標

改善見直しの
概要計画の

位置づけ

8 県議会

● ●

商工

11 ２－６ 県議会

● ●

農林

13 ３－１ 県議会

● ●

危機

２－５
５－３

(上)P83
　P121
(下)P41
　P111

｢障害者雇用促進条
例｣について、平成
25年度を待つことな
く、出来るだけ早く
制定すべきである。

数値目標の上方
修正

障害者の職業能力開発に向けた訓練等を
実施するとともに、事業主をはじめとし
た県民の意識啓発を図り、個人、地域、
事業主、行政のそれぞれの立場で障害者
の職業的自立を支援する体制づくりを目
指します。＜商工＞
　○「とくしま障害者雇用促進条例
　　（仮称）」の制定
　　　[25] 制定
　○民間企業の障害者雇用率（Ｈ１８
　　対比増加幅）
　　　[21] 全国２位→[26] 全国１位
　○民間企業の障害者雇用率
　　　[21] １．６１％
　　　→[26] １．８０％
　　　　　　（法定雇用率）以上

障害者の職業能力開発に向けた訓練等を
実施するとともに、事業主をはじめとし
た県民の意識啓発を図り、個人、地域、
事業主、行政のそれぞれの立場で障害者
の職業的自立を支援する体制づくりを目
指します。＜商工＞
　○「とくしま障害者雇用促進条例
　　（仮称）」の制定
　　　[24] 制定
　○民間企業の障害者雇用率（Ｈ１８
　　対比増加幅）
　　　[21] 全国２位→[26] 全国１位
　○民間企業の障害者雇用率
　　　[21] １．６１％
　　　→[26] １．８０％
　　　　　　（法定雇用率）以上

(上)P85
(下)P44

次期ブランド戦略に
おいて、もうかる農
林水産業の実現にど
のように取り組まれ
ているのか。

文言の修正
（より安全で安
心な農産物を供
給するため、よ
り高度な基準を
取り入れた制度
に変更する。）

履歴管理制度（トレーサビリティシステ
ム）を活用し、ＧＡＰを導入した県独自
の「とくしま安 

２

農産物認証制度」によ
り、安全で安心な農産物を供給します。
＜農林＞
　○とくしま安

２

農産物認証件数（累
　　計）
　　　[21] ６５件（１，５１８人）
　　→[26] １２０件（２，８００人）

履歴管理制度（トレーサビリティシステ
ム）を活用し、農産物の安全、環境保
全、労働安全について国の高度なＧＡＰ
基準を取り入れた「とくしま安 

２

ＧＡＰ
認証制度」により、安全で安心な農産物
を供給します。＜農林＞
　○とくしま安

２

ＧＡＰ認証件数（累
　　計）
　　　[21] ６５件（１，５１８人）
　　→[26] １２０件（２，８００人）

(下)P55

「防災・危機管理セ
ンター」をできるだ
け前倒しして設置す
べきである。

数値目標の上方
修正

大規模災害等が発生した場合に、防災関
係機関等と連携した円滑な災害対応が行
えるよう、スペースや機材の確保等につ
いての検討を進め、県災害対策本部機能
の充実・強化を図ります。＜危機＞
　○「徳島県防災・危機管理センター
     （仮称）」の設置
　　　 [25] 設置

大規模災害等が発生した場合に、防災関
係機関等と連携した円滑な災害対応が行
えるよう、スペースや機材の確保等につ
いての検討を進め、県災害対策本部機能
の充実・強化を図ります。＜危機＞
　○「徳島県防災・危機管理センター 
     （仮称）」の設置
　　    [24] 設置
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該当箇所
提案者 提案趣旨

現行 改善見直し（素案）
部局

該当頁 主要事業名・事業概要・数値目標 主要事業名・事業概要・数値目標

改善見直しの
概要計画の

位置づけ

16 ３－１ 警察本部

● ●

警察

17 ３－１ 県議会

● ●

警察

18 ３－２ 県議会

● ●

危機

(上)P91
(下)P58

振り込め詐欺や振り
込め類似詐欺の被害
が増加している現在
の治安情勢を踏ま
え、県民に身近な犯
罪の抑止対策を見直
す。

文言の修正
数値目標の新規
設定

自動車盗、車上ねらいなど県民に身近な
街頭犯罪等の集中的な犯罪対策を行うほ
か、振り込め詐欺の撲滅に向けた取組を
推進します。＜警察＞
　○街頭犯罪発生件数
　　　[21] ２，５０３件
　　→[26] ２１年対比で抑止（減少）
　○侵入窃盗の発生件数
　　　[21] ４０８件
　　→[26] ２１年対比で抑止（減少）
　○振り込め詐欺の発生件数
　　　[21] ５９件
　　→[26] ２１年対比で抑止（減少）
　

自動車盗、車上ねらいなど県民に身近な
街頭犯罪等の集中的な抑止対策を行うと
ともに、振り込め詐欺等の撲滅に向けた
取組を推進します。＜警察＞
　○街頭犯罪発生件数
　　　[21] ２，５０３件
　　→[26] ２１年対比で抑止（減少）
　○侵入窃盗の発生件数
　　　[21] ４０８件
　　→[26] ２１年対比で抑止（減少）
　○振り込め詐欺の発生件数
　　　[21] ５９件
　　→[26] ２１年対比で抑止（減少）
　○振り込め類似詐欺の発生件数
　　　[23] １５件
　　→[26] ２３年対比で抑止（減少）

(下)P58

・県内の全市町村に
おいて暴力団排除措
置要綱が制定される
よう早期に働きか
け、早く暴排条例が
実効力のあるものに
してもらいたい。

・暴排条例を定着さ
せることが県警に
とって今後の重要な
課題である。

文言の修正
数値目標の変更

「徳島県暴力団排除条例」に基づき、関
係機関及び事業者等との連携を強化し、
地域社会が一体となって暴力団の排除を
目指します。＜警察＞
　○不当要求防止責任者講習受講者数
　　　[21] ６２１人→[26] ８００人

「徳島県暴力団排除条例」の周知徹底を
図るとともに、関係機関、事業者等との
連携を更に強化し、地域社会と一体と
なった暴力団の排除活動を推進します。
＜警察＞
　○不当要求防止責任者講習及び暴力
　　団排除講習受講者数
　　　[21] ２，２４６人
　　　→[26] ２，５００人

(下)P61
本県の「津波浸水」
の被害想定を早急に
見直すべきである。

数値目標の新規
設定

国が実施する被害想定を踏まえ、｢県津
波浸水予測」及び「県地震動被害想定」
を見直します。＜危機＞

国が実施する被害想定を踏まえ、｢県津
波浸水予測」及び「県地震動被害想定」
を見直します。＜危機＞
　○「県津波浸水予測」及び「県地震
　　動被害想定」の見直し
　　　[24] 見直し
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該当箇所
提案者 提案趣旨

現行 改善見直し（素案）
部局

該当頁 主要事業名・事業概要・数値目標 主要事業名・事業概要・数値目標

改善見直しの
概要計画の

位置づけ

19 ３－２ 県議会

● ●

危機

20 ３－２ 県議会

● ●

危機

21 ３－２

● ●

県土

22 ３－２ 県土

(上)P93
(下)P61

震災対策条例を制定
して、三連動に対す
る対策にあたるべき
である。

文言の修正
数値目標の上方
修正

国の三連動地震「対策大綱」策定を踏ま
え、「とくしま震災対策推進条例（仮
称）を制定します。＜危機＞
　○「とくしま震災対策推進条例（仮
　　称）」の制定
　　　[26]　制定

国の三連動地震「対策大綱」策定を踏ま
え、三連動地震に備える「徳島県震災対
策推進条例（仮称）を制定します。＜危
機＞
　○「徳島県震災対策推進条例（仮　
　　称）」の制定
　　　[24]　制定

(下)P62

「孤立化対策」とし
て、臨時ヘリポート
の整備と衛星携帯電
話の導入を進めるべ
きである。

文言の修正
（新たに「臨時
ヘリポートの整
備」を盛り込
む。）

地震や集中豪雨等による孤立集落の発生
に備え、基本となる孤立化対策啓発冊子
を作成するなど、孤立化対策の普及啓発
を図ります。また、災害時に孤立化が予
想される集落・地域の外部との通信手段
を確保するため、通信機器等を、市町村
や自主防災組織等が購入する場合に補助
するとともに、県・市町村・住民が協働
で通信訓練を行います。＜危機＞

地震や集中豪雨等による孤立集落の発生
に備え、基本となる孤立化対策啓発冊子
を作成するなど、孤立化対策の普及啓発
を図ります。また、臨時ヘリポートの緊
急的な整備や、通信手段を確保するため
衛星携帯電話の導入を行う市町村を支援
するとともに、県・市町村・住民が協働
で通信訓練等を行います。＜危機＞

(下)P64
地震津波減
災対策検討
委員会

地震津波減災対策検
討委員会での中間と
りまとめ結果を踏ま
えて、追加する。

文言の修正
（高規格道路を
活用した津波避
難場所の整備促
進を追加）

がけ地の保全に併せて、津波避難困難地
域の解消に向けた避難路や避難場所の整
備を推進します。＜県土＞

がけ地の保全及び高規格道路等の整備に
併せて、津波避難困難地域の解消に向け
た避難路や避難場所の整備を推進及び促
進します。＜県土＞

(下)P64
地震津波減
災対策検討
委員会

地震津波減災対策検
討委員会での中間と
りまとめ結果を踏ま
えて、追加する。

数値目標の新規
設定
（救急救命や防
災活動頭を支援
するインフラ整
備について、
「道の駅」防災
拠点化整備を追
加）

その他の県有防災拠点施設等の耐震化の
推進
　○県有防災拠点施設等の耐震化率
　　　[21] ６２．３％
　　　→[26] ９０．０％
　○都市公園施設の防災拠点施設等の
　　耐震化率
　　　[21] ７０％→[26] １００％
　○県営住宅の耐震化率
　　　[21] ９０．３％
　　　→[26] ９２．１％

その他の県有防災拠点施設等の耐震化の
推進
　○県有防災拠点施設等の耐震化率
　　　[21] ６２．３％
　　　→[26] ９０．０％
　○都市公園施設の防災拠点施設等の
　　耐震化率
　　　[21] ７０％→[26] １００％
　○県営住宅の耐震化率
　　　[21] ９０．３％
　　　→[26] ９２．１％
　○「道の駅」防災拠点化整備箇所数
　　　[21] １箇所→[26] ４箇所
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該当箇所
提案者 提案趣旨

現行 改善見直し（素案）
部局

該当頁 主要事業名・事業概要・数値目標 主要事業名・事業概要・数値目標

改善見直しの
概要計画の

位置づけ

23 ３－２

● ●

県土

24 ３－２

●

県土

(下)P65
地震津波減
災対策検討
委員会

減災対策として、新
たに河川堤防及び河
川水門の耐震化調査
を追加するべきであ
る。

数値目標の新規
設定
（減災対策とし
て、新たに河川
堤防の耐震化に
関する数値目標
を追加する。）

救急救命や防災活動等を支援する緊急輸
送道路などのインフラ整備を推進しま
す。＜県土＞
　○海岸堤防の耐震調査の実施済海岸
　　数
　　　[21] ７海岸→[26] １３海岸
　○海岸保全施設整備済海岸（地区）
　　数
　　　[21] ２海岸（地区）
　　　→[26] ５海岸（地区）
　○緊急輸送道路における重点整備区
　　間（２０区間）の改良率
　　　[21] ２７％→[26] ６０％

救急救命や防災活動等を支援する緊急輸
送道路などのインフラ整備を推進しま
す。＜県土＞
　○海岸堤防の耐震調査の実施済海岸
　　数
　　　[21] ７海岸→[26] １３海岸
　○海岸保全施設整備済海岸（地区）
　　数
　　　[21] ２海岸（地区）
　　　→[26] ５海岸（地区）
　○河川堤防の耐震調査の実施済河川
　　数
　　　[21] － →[24] ８河川
　○河川水門の耐震化実施済箇所数
　　　[21] － →[26] ５箇所
　○緊急輸送道路における重点整備区
　　間（２０区間）の改良率
　　　[21] ２７％→[26] ６０％

(下)P65
地震津波減
災対策検討
委員会

地震津波減災対策検
討委員会での中間と
りまとめ結果を踏ま
え、追加する。

主要事業の新規
設定
（平成２３年度
第３次補正予算
により、直轄管
理河川での地
震・津波対策に
着手する方針で
あるため、主要
事業を追加す
る。）

津波の河川遡上による被害を軽減するた
め、直轄管理河川において、堤防の耐震
対策や水門・樋門の自動化・遠隔操作化
などを促進します。＜県土＞
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該当箇所
提案者 提案趣旨

現行 改善見直し（素案）
部局

該当頁 主要事業名・事業概要・数値目標 主要事業名・事業概要・数値目標

改善見直しの
概要計画の

位置づけ

25 ３－２

● ●

県土

27 ３－２ 県議会

●

西部

28 ３－４

●

病院

35 ５－５ 県議会

● ●

保健

(下)P66

ほたる川内
水対策協議
会（吉野川
市、徳島
県、国土交
通省）

ほたる川流域で進め
られている、流域貯
留施設整備、土地利
用規制とあわせて、
効率的な内水対策を
行うため、排水機場
の着実な推進を図る
必要がある。

数値目標の新規
設定
（平成２３年度
に新たな内水対
策が事業化され
たことから、数
値目標を追加す
る。）

直轄管理河川において、「河川整備計
画」に基づき、無堤地区の解消に向けた
堤防整備や内水対策、長安口ダムの改造
等を促進します。＜県土＞

直轄管理河川において、「河川整備計
画」に基づき、無堤地区の解消に向けた
堤防整備や内水対策、長安口ダムの改造
等を促進します。＜県土＞
　○ほたる川排水機場（吉野川市）の
　　新設
　　　[26] 完成（１０m3/s）

(下)P61

南海地震等の大規模
災害に備え、沿岸部
と内陸部の地域間の
相互支援体制の仕組
みづくりが必要であ
る。

主要事業及び数
値目標の新規設
定
（発災時におけ
る地域間の相互
支援体制を構築
するため、広域
防災計画の策定
を追加する。）

西部総合県民局に、｢西部圏域広域防災
連絡会議」を設置し、圏域の枠を超えた
被災地域に対する行政機能のバックアッ
プや被災者の受入などの支援に向けた取
組を推進します。＜西部＞
　○広域防災計画の策定　　
　　　[24]　策定

(上)P99
 (下)P76

県議会

徳島県総合
計画審議会

津波対策として海部
病院の移転改築に本
腰を入れて取り組む
べきである。

主要事業及び数
値目標の新規設
定

将来発生が予想されている東海・東南
海・南海の三連動地震による大津波の被
害にも県南地域の災害拠点として対処で
きるよう、県立海部病院の移転改築に取
り組みます。＜病院＞
　○海部病院の移転改築
　　　[25]　建築工事着手

(上)P125
(下)P117

聴覚障害者へのコ
ミュニケーション手
段は、手話だけでな
く、要約筆記も重要
である。

文言の追加
（コミュニケー
ション手段等に
「要約筆記」を
追加する。）

障害者のコミュニケーション手段等を確
保するため、手話・点訳等の専門的知
識・技能を有する各種ボランティアの
他、地域における生活を支援するための
サポーターを育成するとともに、県民へ
の理解と普及を促進します。＜保健＞
　○県登録手話通訳者数
　　　[21] ５３人→[26] ６０人
　○「障害者サポーター」数（累計）
　　　[21] － →[26] １８０人

障害者のコミュニケーション手段等を確
保するため、手話・要約筆記・点訳等の
専門的知識・技能を有する各種ボラン
ティアの他、地域における生活を支援す
るためのサポーターを育成するととも
に、県民への理解と普及を促進します。
＜保健＞
　○県登録手話通訳者数
　　　[21] ５３人→[26] ６０人
　○「障害者サポーター」数（累計）
　　　[21] － →[26] １８０人



7

該当箇所
提案者 提案趣旨

現行 改善見直し（素案）
部局

該当頁 主要事業名・事業概要・数値目標 主要事業名・事業概要・数値目標

改善見直しの
概要計画の

位置づけ

36 ６－１ 県議会

● ●

教育

39 ７－２

● ●

県民

(上)P127
(下)P119

不登校の解消に向け
た取組み強化を図る
べきである。

文言の修正
数値目標の上方
修正

児童生徒の豊かな心を育むため、スクー
ルカウンセラーの配置拡充や、スクール
ソーシャルワーカーの増員等の取組を推
進します。また、より高度な知識を有す
る専門家による「学校問題解決支援チー
ム」を設置することにより、いじめ・不
登校をはじめとする児童生徒の多様な悩
みに対応する支援体制の一層の充実を図
ります。＜教育＞
　○スクールカウンセラーの配置
　　　[21] 全公立小・中学校へ配置
　　　→[24] 全公立小・中学校及び県
                 立高等学校へ配置
　○スクールソーシャルワーカー配置
　　数
　　　[21] ６人→[26] １０人
　○「学校問題解決支援チーム」の設
　　置　
　　　[24] 設置・推進

児童生徒の豊かな心を育むため、スクー
ルカウンセラーの配置拡充や、スクール
ソーシャルワーカーの増員等の取組を推
進します。また、より高度な知識を有す
る専門家による「学校問題解決支援チー
ム」を設置することにより、いじめ・不
登校をはじめとする児童生徒の多様な悩
みに対応する支援体制の一層の充実を図
ります。＜教育＞
　○スクールカウンセラーの配置
　　　[21] 全公立小・中学校へ配置
　　　→[23] 全公立小・中学校及び県
                 立学校へ配置
　○スクールソーシャルワーカー配置
　　数
　　　[21] ６人→[26] １０人
　○「学校問題解決支援チーム」の設
　　置
　　　[23]　設置・推進

(下)P139

とくしま未
来創造プラ
ン推進委員
会

県有施設の空きス
ペースの利活用の観
点から、ＮＰＯ等
に、安価に空きス
ペースを貸し付け
る、ＮＰＯビレッジ
を整備してはどう
か。

数値目標の新規
設定
（「県有施設空
きスペース」を
利用し、社会貢
献活動団体に対
し、事務所ス
ペースとして貸
付を行うなど、
団体の活動拠点
となる「ＮＰＯ
ビレッジ」の整
備を行う。）

夢と活力でにぎわうまちづくりを進める
ため、ＮＰＯの立ち上げから自立まで支
援します。＜県民＞
　○「とくしま県民活動プラザ」にお
　　いて情報発信を行っているＮＰＯ
　　法人等の団体数
　　　[21] － →[26] ５０団体
　○ＮＰＯ等の活動基盤の強化を図る
　　講座等への参加者数（累計）
　　　[21] － →[26] ３００件

夢と活力でにぎわうまちづくりを進める
ため、ＮＰＯの立ち上げから自立まで支
援します。＜県民＞
　○「とくしま県民活動プラザ」にお
　　いて情報発信を行っているＮＰＯ
　　法人等の団体数
　　　[21] － →[26] ５０団体
　○ＮＰＯ等の活動基盤の強化を図る
　　講座等への参加者数（累計）
　　　[21] － →[26] ３００件
　○ＮＰＯビレッジの設置数
　　　[22] － →[26] ３箇所
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該当箇所
提案者 提案趣旨

現行 改善見直し（素案）
部局

該当頁 主要事業名・事業概要・数値目標 主要事業名・事業概要・数値目標

改善見直しの
概要計画の

位置づけ

41 ７－３ 県議会

●

県民

42 ７－３ 文言の修正

● ●

企画

43 ７－３ 県議会

● ●

企画

(下)P141

移住後のフォローを
するような新しい取
組みが必要ではない
か。

主要事業の新規
設定
（移住・交流施
策の推進項目
に、移住者への
フォローアップ
を追加する。）

移住者間の交流や意見交換の場となる
「とくしま移住者交流会議」を開催し、
「移住後のフォローアップ」を充実する
ことにより、地域への定住を促進しま
す。＜県民＞

(下)P141

徳島県総合
計画審議会
「宝の島・
とくしま創
造部会」

徳島県の地域づくり
のため、徳島にゆか
りのある人を引き寄
せるべきである。

全国的な県人会ネットワークなどを活用
し、徳島県の豊かな自然・文化や暮らし
の情報を積極的に発信するとともに、市
町村と連携し、ふるさとの暮らしや地域
の魅力を体感してもらうことにより、本
県への定住促進につなげます。＜企画・
県民＞

徳島にゆかりのある「外部人材の発掘」
や全国的な県人会ネットワークの活用な
どにより、徳島県の豊かな自然・文化や
暮らしの情報を積極的に発信するととも
に、市町村と連携し、ふるさとの暮らし
や地域の魅力を体感してもらうことによ
り、本県への定住促進につなげます。＜
企画・県民＞

(上)P147
(下)P143

関西広域連合の7分
野すべてに参画し、
本県の地位を確立さ
せていくべきであ
る。

数値目標の新規
設定
（本県が唯一参
画していない
「資格試験・免
許等」分野にで
きるだけ早期に
参画する。）

本県のみでは解決し難い課題を「関西共
通の課題」として捉え、徳島が先導役と
して、関西広域連合で展開する「徳島発
の広域プロジェクト」を拡大します。＜
企画＞
　○「徳島発の広域プロジェクト」　
　　（累計）
　　　[22] ３ →[26] ９

本県のみでは解決し難い課題を「関西共
通の課題」として捉え、徳島が先導役と
して、関西広域連合で展開する「徳島発
の広域プロジェクト」を拡大します。＜
企画＞
　○関西広域連合が実施するすべての
　　分野への参画
　　　[24] 資格試験・免許等分野へ参    
           画
　○「徳島発の広域プロジェクト」数　
　　（累計）
　　　[22] ３ →[26] ９
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「いけるよ！徳島・行動計画」（平成２４年度版）の改善見直し（素案）

（２）計画内容を見直すもの　＜２０項目＞
該当箇所

提案者 提案趣旨
現行 改善見直し（素案）

部局
該当頁 主要事業名・事業概要・数値目標 主要事業名・事業概要・数値目標

3

● ●

南部

5 １－４ 教育委員会

● ●

教育

6 ２－１

● ●

農林

改善見直しの
概要計画の

位置づけ

１－２
７－４

(下)P13
　P147

南部総合県
民局

平成23年度の「四国
の右下食博覧会」開
催により正式名称と
なったため仮称を削
除する。

文言の修正
（仮称の削除）

県南部圏域の団体や行政が一体となった
地域主導型の連携組織を構築し、圏域の
海・山などの自然環境や豊富な食材、伝
統文化や人的資源を活用したイベント等
を開催し地域ブランド力の向上と交流人
口の増大を図ります。＜南部＞
　○四国の右下食博覧会（仮称）の開 
　　催
　　　[23～26] 年１回開催
　○ヒューマンパワードゲームズの参 
　　加者数
　　　[21] ３，３００人
　　　→[26] ６，０００人

県南部圏域の団体や行政が一体となった
地域主導型の連携組織を構築し、圏域の
海・山などの自然環境や豊富な食材、伝
統文化や人的資源を活用したイベント等
を開催し地域ブランド力の向上と交流人
口の増大を図ります。＜南部＞
　○四国の右下食博覧会の開催
　　　[23～26]　年１回開催
　○ヒューマンパワードゲームズの参 
　　加者数
　　　[21] ３，３００人
　　　→[26] ６，０００人

(上)P69
(下)P20

文化遺産や芸術文化
に関する「人材バン
ク」について、平成
23年度に事業のＰＲ
を積極的に行った結
果、登録者数（累
計）の数値目標が現
状で既に達成できる
見込であることか
ら、上方修正する。

数値目標の上方
修正

文化遺産や芸術文化に関する「人材バン
ク」の登録を推進するなど、ＯＵＲ文化
教育の創造に取り組みます。＜教育＞
　○「人材バンク」登録者数（累計）
　　　[21] － →[26] １００人

文化遺産や芸術文化に関する「人材バン
ク」の登録を推進するなど、ＯＵＲ文化
教育の創造に取り組みます。＜教育＞
　○「人材バンク」登録者数（累計）
　　　[21]  － →[26] １７０人

(上)P75
(下)P28

農林水産審
議会

農林漁業で若い後継
者が育っていないた
め、しっかりとした
施策を講じるべきで
ある。

数値目標の上方
修正

農業分野におけるＵＩＪターン等新規就
農者の育成・確保や企業の農業参入を図
ります。＜農林＞
　○新規就農者数（累計）
　　　[21] ４００人→[26] ８００人

農業分野におけるＵＩＪターン等新規就
農者の育成・確保や企業の農業参入を図
ります。＜農林＞
　○新規就農者数（累計）
　　　[21] ４００人→[26] ８６０人
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該当箇所
提案者 提案趣旨

現行 改善見直し（素案）
部局

該当頁 主要事業名・事業概要・数値目標 主要事業名・事業概要・数値目標

改善見直しの
概要計画の

位置づけ

7 ２－１

● ●

農林

9 商工労働部

● ●

商工

10 ２－５ 保健福祉部

● ●

保健

(上)P75
(下)P29

徳島県総合
計画審議会
「宝の島・
とくしま創
造部会」

農業の平均年齢は
年々上がっており、
後継者の育成が必
要。県外で農業に興
味がある方に、徳島
に永住してもらうよ
うな方法を考えて
いってはどうか。

数値目標の上方
修正

農業の新たな成長分野を支える人材の確
保に向け、県外都市部の農業系大学生に
「実証フィールド」を提供し、本県農
業・農村への理解を深めていただき、そ
の魅力を全国に発信します。＜農林＞
　○都市圏の農業系大学生を対象とし 
　　た就業体験者数（累計）
　　　[21] － →[26] ４０人

農業の新たな成長分野を支える人材の確
保に向け、県外都市部の農業系大学生に
「実証フィールド」を提供し、本県農
業・農村への理解を深めていただき、そ
の魅力を全国に発信します。＜農林＞
　○都市圏の農業系大学生を対象とし
　　た就業体験者数（累計）
　　　[21] － →[26] １１０人

２－５
６－５

(上)P83
(下)P42
　P134

とくしまジョブス
テーションを活用し
た若年者の就職者数
の数値目標の上方修
正を行う。

数値目標の上方
修正

若年者、Ｕターン等希望者、中高年齢者
の就業を総合的に支援するため、雇用関
連サービスをワンストップで提供する
「とくしまジョブステーション」におい
て求人情報の提供や職業相談等を実施し
ます。＜商工＞
　○とくしまジョブステーションを活
　　用した若年者の就職者数（累計）
　　　[21] ４８３人　
　　　→[26] ２，６００人
　○とくしまジョブステーションを活
　　用したＵターン等希望者、中高年
　　齢者の就職者数（累計）
　　　[21] ５０人→[26] ２５０人

若年者、Ｕターン等希望者、中高年齢者
の就業を総合的に支援するため、雇用関
連サービスをワンストップで提供する
「とくしまジョブステーション」におい
て求人情報の提供や職業相談等を実施し
ます。＜商工＞
　○とくしまジョブステーションを活
　　用した若年者の就職者数（累計）
　　　[21] ４８３人
　　　→[26] ３，８００人
　○とくしまジョブステーションを活
　　用したＵターン等希望者、中高年
　　齢者の就職者数（累計）
　　　[21] ５０人→[26] ２５０人

(下)P42

自立支援プログラム
の活用は、個々の家
庭の状況やニーズに
応じたきめ細やかな
支援であり、厳しい
雇用情勢下できわめ
て有効であることを
踏まえ、目標値を上
方修正する。

数値目標の上方
修正

母子家庭の母や、就労意欲があるにもか
かわらず就労できないひとり親家庭の子
に対して、技能や資格を習得するための
講習会や自立支援プログラムの策定を実
施し、就労を支援します。＜保健＞
　○自立支援プログラムを活用した就
　　職者数（累計）
　　　[21] １５７人→[26] ２６０人

母子家庭の母や、就労意欲があるにもか
かわらず就労できないひとり親家庭の子
に対して、技能や資格を習得するための
講習会や自立支援プログラムの策定を実
施し、就労を支援します。＜保健＞
　○自立支援プログラムを活用した就
　　職者数（累計）
　　　[21] １５７人→[26] ２８０人
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該当箇所
提案者 提案趣旨

現行 改善見直し（素案）
部局

該当頁 主要事業名・事業概要・数値目標 主要事業名・事業概要・数値目標

改善見直しの
概要計画の

位置づけ

12 ３－１ 危機管理部 文言の修正

● ●

危機

14 ３－１ 警察本部 文言の修正

● ●

警察

15 ３－１ 警察本部

● ●

警察

26 ３－２

● ●

南部

(下)P53

関西広域連合・広域
防災局での計画名称
の変更があったた
め。

関西広域連合が策定する「関西広域防災
計画」等と整合をとった地域防災計画と
し、広域災害に対する計画的な対策の推
進を図ります。＜危機＞

関西広域連合が策定する「関西減災・防
災プラン（仮称）」等と整合をとった地
域防災計画とし、広域災害に対する計画
的な対策の推進を図ります。＜危機＞

(下)P55

中国・四国管区内警
察合同広域緊急援助
隊等災害警備訓練に
関する数値目標が
「年１回開催」と
なっているが、来年
度からは他県開催へ
の参加となる。

他府県との広域的な連携を図り、訓練を
通じて災害時における対処能力の向上に
努めます。＜警察＞
　○中国・四国管区内警察合同広域緊
　　急援助隊災害警備訓練の開催
　　　[23～26] 年１回開催

他府県との広域的な連携を図り、訓練を
通じて災害時における対処能力の向上に
努めます。＜警察＞
　○中国・四国管区内警察合同広域緊
　　急援助隊災害警備訓練の開催及び
　　同訓練への参加
　　　[23] 開催
　　　[24～26] 年１回参加

(上)P91
(下)P58

自主防犯活動用自動
車台数に関する数値
目標を達成したこと
から、数値目標を上
乗せして更なる拡充
を図る。

数値目標の上方
修正

県民の防犯意識の高揚を図り、地域の犯
罪抑止機能を強化するため、街頭犯罪等
の発生状況や不審者情報の提供及び自主
防犯活動用自動車（青色回転等装着車）
の拡充を図るなど、県民の自主防犯活動
を支援します。＜警察＞
　○自主防犯活動用自動車台数
　　　[21] ４０３台→[26] ４５０台

県民の防犯意識の高揚を図り、地域の犯
罪抑止機能を強化するため、街頭犯罪等
の発生状況や不審者情報の提供及び自主
防犯活動用自動車（青色回転等装着車）
の拡充を図るなど、県民の自主防犯活動
を支援します。＜警察＞
　○自主防犯活動用自動車台数
　　　[21] ４０３台→[26] ４８０台

(下)P63

徳島県総合
計画審議会
「宝の島・
とくしま創
造部会」

自主防災組織の率に
ついては、平成22年
度の速報値で87.0で
あるが、早く100の
速報値を出せるよう
に、行政主導、各市
町村主導で迅速に取
り組んでいただきた
い。

数値目標の上方
修正

県南部圏域において、自主防災組織相互
間の交流や情報交換を行う、市町村連絡
会の結成を促進するとともに、自主防災
活動に関する相談・助言や防災リーダー
の育成等、｢南部防災館」を活用した自
主防災組織の能力向上のための研修・講
座等を実施します。＜南部＞
　○「南部防災館」の研修・講座等受
　　講者数（累計）
　　　[21] － →[26] ６，０００人

県南部圏域において、自主防災組織相互
間の交流や情報交換を行う、市町村連絡
会の結成を促進するとともに、自主防災
活動に関する相談・助言や防災リーダー
の育成等、｢南部防災館」を活用した自
主防災組織の能力向上のための研修・講
座等を実施します。＜南部＞
　○「南部防災館」の研修・講座等受
　　講者数（累計）
　　　[21] －　
　　　→[26] １１，０００人
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該当箇所
提案者 提案趣旨

現行 改善見直し（素案）
部局

該当頁 主要事業名・事業概要・数値目標 主要事業名・事業概要・数値目標

改善見直しの
概要計画の

位置づけ

29 ３－５

● ●

保健

30 ４－４ 県議会

● ●

農林

(下)P79 徳島県総合
計画審議会

糖尿病対策など、健
康のために必要なの
は、運動と食事であ
る。

数値目標の上方
修正

県民一人ひとりの主体的な健康づくりを
支援する「みんなでつくろう！健康とく
しま県民会議」を中心とした、県民総ぐ
るみの健康づくり運動を推進すること等
により、糖尿病の死亡率が高い本県の状
況改善を図ります。＜保健＞
　○健康とくしま応援団への加入数　
　　（累計）
　　　[21] ８２６事業所
　　　→[26] １，０００事業所
　○糖尿病の標準化死亡比
　　　[23～26] 全国最下位からの脱出
　○「阿波踊り体操」の普及事業所数　
　　（累計）
　　　[21] ２７５事業所
　　　→[26] ３５０事業所

県民一人ひとりの主体的な健康づくりを
支援する「みんなでつくろう！健康とく
しま県民会議」を中心とした、県民総ぐ
るみの健康づくり運動を推進すること等
により、糖尿病の死亡率が高い本県の状
況改善を図ります。＜保健＞
　○健康とくしま応援団への加入数　
　　（累計）
　　　[21] ８２６事業所
　　　→[26] １，５００事業所
　○糖尿病の標準化死亡比
　　　[23～26] 全国最下位からの脱出
　○「阿波踊り体操」の普及事業所数　
　　（累計）
　　　[21] ２７５事業所
　　　→[26] ５５０事業所

(下)P98

モンキードッグも鳥
獣被害対策に効果が
あるので、モンキー
ドッグの頭数を増や
していただきたい。

数値目標の上方
修正

農林漁業の生産活動を促進するため、サ
ル・イノシシ・シカ・カワウなどの鳥獣
被害対策を総合的に進めます。＜農林＞
　○市町村被害防止計画の策定数（累
　　計）
　　　[21] １６市町村
          →[26] ２１市町村
　○集落等で取り組んだ防止施設等の
　　整備件数（累計）
　　　[21] ２７３件→[26] ３４０件
　○イノシシ・シカの処理加工施設数
　　　[21] － →[25] ３施設
　○モンキードッグ育成頭数
　　　[21] １７頭→[26] ２８頭
　○広域連携によるカワウ被害防止　
　　策取組河川数
　　　[21] －　
　　→[26] ６河川（県下全主要河川）

農林漁業の生産活動を促進するため、サ
ル・イノシシ・シカ・カワウなどの鳥獣
被害対策を総合的に進めます。＜農林＞
　○市町村被害防止計画の策定数（累　
　　計）
　　　[21] １６市町村
　　　→[26] ２１市町村
　○集落等で取り組んだ防止施設等の
　　整備件数（累計）
　　　[21] ２７３件→[26] ３４０件
　○イノシシ・シカの処理加工施設数
　　　[21] － →[25] ３施設
　○モンキードッグ育成頭数
　　　[21] １７頭→[26] ３４頭
　○広域連携によるカワウ被害防止対
　　策取組河川数
　　　[21] －　
　　→[26] ６河川（県下全主要河川）
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該当箇所
提案者 提案趣旨

現行 改善見直し（素案）
部局

該当頁 主要事業名・事業概要・数値目標 主要事業名・事業概要・数値目標

改善見直しの
概要計画の

位置づけ

31 ５－１

● ●

保健

32 ５－１ 保健福祉部

● ●

保健

33 保健福祉部

● ●

保健

(上)P117
(下)P104

少子化対応
県民会議

就労と子育ての両立
を一層推進し、待機
児童解消など必要な
受入数の確保に向け
た整備促進が必要で
ある。

数値目標の上方
修正

昼間に保護者が家庭にいない児童に適切
な遊びと生活の場を確保する放課後児童
クラブの拡充を図ります。＜保健＞
　○放課後児童クラブの設置数（累　　
　　計）
　　　[21] １３２クラブ
　　　→[26] １４６クラブ

昼間に保護者が家庭にいない児童に適切
な遊びと生活の場を確保する放課後児童
クラブの拡充を図ります。＜保健＞
　○放課後児童クラブの設置数（累　　
　　計）
　　　[21] １３２クラブ
　　　→[26] １５６クラブ

(下)P104

協賛店舗が増加して
いることから、さら
なる取組の推進を目
指し、目標を上方修
正する。

数値目標の上方
修正

地域の企業や事業所の応援による子育て
支援運動を推進するとともに、関西等で
実施されている同種事業との相互利用が
できるよう広域的な取組を進めます。＜
保健＞
　○「ＧｏＧｏ！くっつき隊応援し　
　　隊」協賛店舗等数
　　　[21] ６，５９２事業所
　　　→[26] ２８，０００事業所

地域の企業や事業所の応援による子育て
支援運動を推進するとともに、関西等で
実施されている同種事業との相互利用が
できるよう広域的な取組を進めます。＜
保健＞
　○「ＧｏＧｏ！くっつき隊応援し　
　　隊」協賛店舗等数
　　　[21] ６，５９２事業所
　　　→[26] ３２，０００事業所

５－３
６－２

(上)P121
　P131

(下)P112
　P125

「発達障害者支援セ
ンター」の移転等
（ハナミズキ・プロ
ジェクト）の周知に
よる、センターの
「発達障害者の相談
窓口」機能の認知度
向上に伴い、就労支
援件数が増加し、目
標を達成できる見込
みがあることから、
上方修正する。

数値目標の上方
修正

発達障害者（児）の自立と社会参加の促
進を図るため、「発達障害者総合支援
ゾーン」において、医療・教育・労働の
各機関と連携を図りながら、支援体制構
築や、各種施策を推進します。
　○「発達障害者支援センター」の相
　　談件数（累計）
　　　[21] １，８９３件
　　　→[26] ７，０００件
　○「発達障害者支援センター」の就
　　労支援件数
　　　[21] ６９件→[26] ４００件

発達障害者（児）の自立と社会参加の促
進を図るため、「発達障害者総合支援
ゾーン」において、医療・教育・労働の
各機関と連携を図りながら、支援体制構
築や、各種施策を推進します。
　○「発達障害者支援センター」の相
　　談件数（累計）
　　　[21] １，８９３件
　　　→[26] ７，０００件
　○「発達障害者支援センター」の就
　　労支援件数
　　　[21] ６９件→[26] ６００件
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該当箇所
提案者 提案趣旨

現行 改善見直し（素案）
部局

該当頁 主要事業名・事業概要・数値目標 主要事業名・事業概要・数値目標

改善見直しの
概要計画の

位置づけ

34 ５－４ 県議会

● ●

保健

37 ６－１

● ●

教育

38 ６－４ 県議会

● ●

教育

40 ７－２ 県民環境部 文言の修正

● ●

県民

(上)P123
(下)P113

対象者のさらなる利
便を図るため、新た
に、高速道路のＰ
Ａ・ＳＡでの駐車ス
ペースの確保や、関
西広域連合における
制度導入を働きかけ
てはどうか。

数値目標の上方
修正

パーキングパーミット（身体障害者等用
駐車場利用証）制度の一層の促進を図
り、歩行困難者の方々に配慮した環境づ
くりを推進します。＜保健＞
　○パーキングパーミット利用可能駐
　　車台数
　　　[21] ６１７台
　　　→[26] １，２００台
　○パーキングパーミットの交付件数
　　（累計）
　　　[21] １，７５７件
      　→[26] ３，５００件

パーキングパーミット（身体障害者等用
駐車場利用証）制度の一層の促進を図
り、歩行困難者の方々に配慮した環境づ
くりを推進します。＜保健＞
　○パーキングパーミット利用可能駐
　　車台数
　　　[21] ６１７台
　　　→[26] １，２００台
　○パーキングパーミットの交付件数
　　（累計）
　　　[21] １，７５７件
      　→[26] ４，５００件

(上)P127
(下)P119

高等教育機
関の長と知
事との懇談
会

四国大学から地域連
携による「情報教
育」の推進に向けた
提案がなされた。

数値目標の上方
修正

ＩＣＴ活用教育の充実を図るため、ＩＣ
Ｔを活用した授業実践についての教員研
修や電子教材の導入促進等を推進しま
す。＜教育＞
　○ＩＣＴを活用した授業実践の研修
　　参加者数（累計）
　　　[21] － →[26] １，０００人

ＩＣＴ活用教育の充実を図るため、ＩＣ
Ｔを活用した授業実践についての教員研
修や電子教材の導入促進等を推進しま
す。＜教育＞
　○ＩＣＴを活用した授業実践の研修
　　参加者数（累計）
　　　[21] － →[26] １，６００人

(下)P129

県立図書館について
は、県民の要望に応
えるための取組みや
市町村図書館との連
携を進め、充実を図
るべきである。

数値目標の上方
修正

県立図書館を核とした県下図書館の連携
による「とくしまネットワーク図書館」
により、地域格差のない図書館サービス
を提供します。＜教育＞
　○市町村立図書館等への貸出冊数　
　　（累計）
　　　[21] ２万冊→[26] １１万冊

県立図書館を核とした県下図書館の連携
による「とくしまネットワーク図書館」
により、地域格差のない図書館サービス
を提供します。＜教育＞
　○市町村立図書館等への貸出冊数　
　　（累計）
　　　[21] ２万冊→[26] １２万冊

(上)P143
(下)P139

名称が決定されたた
め。

「とくしま県民活動プラザ」において寄
附文化の醸成を図るとともに、情報提供
や相談事業等の実施により、ＮＰＯ等を
継続的に支援します。＜県民＞
　○「とくしまＮＰＯ夢・バンク（仮
　　称）」における寄附受入窓口の設
　　置
　　　[23] 創設
　○認定ＮＰＯ法人数
　　　[21] － →[26] ２団体

「とくしま県民活動プラザ」において寄
附文化の醸成を図るとともに、情報提供
や相談事業等の実施により、ＮＰＯ等を
継続的に支援します。＜県民＞
　○「ゆめバンクとくしま」における
　　寄附受入窓口の設置
　　　[23] 創設
　○認定ＮＰＯ法人数
　　　[21] － →[26] ２団体
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該当箇所
提案者 提案趣旨

現行 改善見直し（素案）
部局

該当頁 主要事業名・事業概要・数値目標 主要事業名・事業概要・数値目標

改善見直しの
概要計画の

位置づけ

44 ７－５ 企画総務部 数値目標の修正

● ●

企画(下)P151 対象団体数が減少し
たため。

各外郭団体が、県の施策の効果的な反映
による県民サービスの向上や、さらなる
団体の自立に向け、｢質的な改善」に主
眼をおいた取組を推進します。＜企画＞
　○公益法人制度改革への対応
　　　[21]  －   
　　　→[24] ２１団体（対象団体の全　
　　　　　て）
　○組織の見直し
　　　[21→24] 役職員数△約１割
　○県の関与状況の見直し
　　　[21→24] 
　　　補助金・委託金△２５％

各外郭団体が、県の施策の効果的な反映
による県民サービスの向上や、さらなる
団体の自立に向け、｢質的な改善」に主
眼をおいた取組を推進します。＜企画＞
　○公益法人制度改革への対応
　　　[21]  －   
　　　→[24] ２０団体（対象団体の　
                 て）
　○組織の見直し
　　　[21→24] 役職員数△約１割
　○県の関与状況の見直し
　　　[21→24]
　　　補助金・委託金△２５％


